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〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配布されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＢ４サイズです。 

3．この答案用紙は、ミシン目に沿ってカッターナイフ等で切り取り、ご利用ください。なお、

切り取りのさいの損傷についてのお取り替えはご遠慮願います。 

4．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（http://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

5．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 
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Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 56 － 

〔第一問〕 

問１ 

前提１ 

次のすべての前提を満たした場合には、賦払期間にわたって、延払基準により経理した 

収益の額及び費用の額を益金の額及び損金の額に算入する。 

⑴ 次の条件を定めた契約に基づき行われる工事で長期大規模工事には該当しないもの 

① 賦払の方法により３回以上に分割して対価の支払を受けること。 

② 目的物の引渡し等の期日の翌日から最後の賦払金の支払期日までの期間が２年以 

上であること。 

③ 目的物の引渡期日までに支払期日の到来する賦払金の合計額がその対価の額の 

以下となっていること。 

⑵ 資産の販売等に係る収益の額及び費用の額につき、その事業年度以後の各事業年度 

 の確定した決算において延払基準の方法により経理すること。 

 

 

 

 

 

 

前提２ 

工事のうち、次の要件を満たすものは、長期大規模工事に該当し、着工事業年度からそ 

の目的物の引渡事業年度の前事業年度までは、その工事の請負に係る収益の額及び費用の 

額のうち、収益の額及び費用の額として工事進行基準の方法により計算した金額並びに引 

渡事業年度においては、残額の収益の額及び費用の額をそれぞれ益金の額及び損金の額に 

算入する。 

 

 

 

 

⑴ 着手日から契約に定められている目的物の引渡期日までの期間が１年以上であるこ 

 

と。 

⑵ 請負対価の額が、10億円以上であること。 

⑶ 契約において、請負対価の額の以上が目的物の引渡期日から１年を経過する日 

後に支払われることが定められていないものであること。 
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受 験 番 号      

－ 57 － 

 

前提３ 

長期大規模工事に該当しない工事（着工事業年度中にその目的物の引渡しが行われない 

ものに限る。）で、次の要件を満たすものは、着工事業年度からその目的物の引渡事業年 

度の前事業年度までは、その工事の請負に係る収益の額及び費用の額のうち、収益の額及 

び費用の額として工事進行基準の方法により経理した金額並びに引渡事業年度において 

は、残額の収益の額及び費用の額をそれぞれ益金の額及び損金の額に算入する。 

 

 

 

 

 

その工事の請負に係る収益の額及び費用の額につき、着工事業年度からその目的物の引 

渡事業年度の前事業年度までの各事業年度の確定した決算において工事進行基準の方法に 

より経理すること。 

 

 

 

前提４ 

 上記の前提１から４までのいずれにも該当しない場合は、その工事に係る収益及び費用の額は

その工事を完成して引き渡した日の属する事業年度の益金の額及び損金の額に算入する。 
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受 験 番 号      

－ 58 － 

問２ 

（Ｂ社の仕訳） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

現 金 15,916,000円 受 取 配 当 金 20,000,000円

Ｄ 社 株 式 30,000,000円 適 格 現 物 分 配 金 30,000,000円

所 得 税 4,000,000円  

復 興 特 別 所 得 税 84,000円  

  

 

（Ｃ社の仕訳） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

利 益 積 立 金 額 50,000,000円 現 金 15,916,000円

 Ｄ 社 株 式 30,000,000円

 預 り 所 得 税 4,000,000円

 預 り 復 興 特 別 所 得 税 84,000円

  

 

（法的な理由・考え方） 

 Ｂ 社 

 ⑴ 概 要 

Ｃ社からの配当のうち、金銭よる交付の部分は、完全子法人株式等に係る配当等の額とし 

  て、全額益金不算入とされ、Ｄ社株式による現物交付の部分は、完全支配関係のある法人のみ 

が収受するものであるため、適格現物分配により生ずる収益の額として、全額益金不算入とさ 

  れる。本問の配当等の額については、所得税及び復興特別所得税が源泉徴収され、税額控除を 

  受けるためには、損金不算入とし、所得税について、その事業年度の法人税額から控除する。 

 ⑵ 受取配当等の益金不算入 

  ① 内 容 

内国法人が完全子法人株式等に係る剰余金の配当等の額（以下「配当等の額」という。）を

受けるときは、その配当等の額は、各事業年度の益金の額に算入しない。 

本問は、20,000,000円が益金不算入となる。 

 ② 完全子法人株式等の意義 

配当等の額の計算期間を通じて内国法人との間に完全支配関係があった他の内国法人の株 

 

式又は出資として一定のものをいう。 

  ③ 申告要件 

 

①の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に益金不算入額及びその明細を記載 
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受 験 番 号      

－ 59 － 

 

前ページからの続きした書類の添付がある場合に限り、その記載金額を限度に適用する。 

 ⑶ 適格現物分配 

  ① 資産の取得価額 

適格現物分配の直前の帳簿価額とする。 

  ② 益金不算入 

内国法人が適格現物分配により資産を受けたことにより、生ずる収益の額は、各事業年度 

の益金の額に算入しない。 

 ⑷ 所得税額控除 

① 内 容 

内国法人が利子及び配当等の支払を受ける場合には、これらにつき課される所得税額は、 

その事業年度の法人税額から控除する。本問は、期間あん分を要するものとなるが、設立時 

からＣ社株式を有しているため、全額の4,000,000円が控除となる。 

② 申告要件 

①の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に控除を受ける金額その他一定の金 

額及びその明細を記載した書類の添付がある場合に限り、その記載金額を限度に適用する。 

③ 損金不算入 

①の適用を受ける場合には、控除をされる金額は、各事業年度の損金の額に算入しない。 

 Ｃ 社 

 ⑴ 概 要 

適格現物分配となるＤ社株式の譲渡については、帳簿価額による譲渡とされ、譲渡損益は生 

じない。また、その帳簿価額減少分及び剰余金の配当等による金銭減少分の利益積立金額が減 

少する。 

 ⑵ 金銭配当による利益積立金額の減少額 

剰余金の配当等として株主等に交付する金銭等の額 

 ⑶ 適格現物分配 

  ① 帳簿価額による譲渡 

現物分配法人が適格現物分配により被現物分配法人にその有する資産の移転をしたときは、

適格現物分配の直前の帳簿価額による譲渡をしたものとして、各事業年度の所得の金額を計算

する。 

  ② 利益積立金額の減少額 

剰余金の配当等の額として株主等に交付する資産の交付直前の帳簿価額は、利益積立金額 

の減少額とする。 
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Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第二問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 60 － 

〔第二問〕 

   表 １ 

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成25年４月１日
 

平成26年３月31日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 

区 分 金 額 計     算     過     程 

所 得 金 額 169,725,000 円 （千円未満切捨） 

【法人税額の計算】（算式★） 

 （169,725,000－8,000,000×
12

12
 ）×25.5％＋8,000,000

×
12

12
×15％ 

＝42,439,875円 

・甲社は期末資本金の額が１億円以下であり、期末に資本

金５億円以上の法人による完全支配関係がないため、特

定同族会社に該当せず、留保金課税の適用なし。 

 

 

 

 

 

 

（百円未満切捨） 

 

法 人 税 額 42,439,875 

  

差 引 法 人 税 額 42,439,875 

  

法 人 税 額 計 42,439,875 

控 除 税 額 0 

差引所得に対する法人税額 42,439,800 

中間申告分の法人税額 ★  33,000,000 

納 付 す べ き 法 人 税 額 9,439,800 
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受 験 番 号      

－ 61 － 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                     (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 65,000,000 

加 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

損 金 計 上 納 税 充 当 金 

未 払 事 業 所 税 否 認 

Ｇ 商 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額 

Ｉ 商 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額 

貸 倒 損 失 否 認 

（Ｋ 社） 

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 

（Ｌ 社） 

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 

損 金 計 上 罰 金 等 

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額 

減 価 償 却 超 過 額 

 

☆        110,600,000 

☆         2,770,000 

☆          570,000 

☆          800,000 

 

☆         1,999,999 

 

☆         1,860,000 

☆          420,241 

☆          150,000 

☆         4,030,000 

☆         7,500,000 

 

小          計 130,700,240 
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受 験 番 号      

－ 62 － 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                     (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 

納 税 充 当 金 取 崩 額 

自 己 株 式 買 付 手 数 料 認 定 損 

Ｈ 商 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額 認 容 

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 

 

 
 

 

☆        23,000,000 

☆          800,000 

☆          25,000 

☆         1,400,000 

☆          750,000 

 

 

小          計 25,975,000 

仮            計 169,725,240 

  

  

  

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計 169,725,240 

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 169,725,240 
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受 験 番 号      

－ 63 － 

  

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

【株主の状況に関する事項】 

１．同族会社の判定 

 ⑴ 持株割合 

  ① Ａグループ  1,000株 

  ② Ｂグループ  600株 

  ③ Ｃグループ  550株 

  ④ 合 計  
①＋②＋③

4,000株－100株
＝55.12…％ ★ 

  ⑤ ④＞50％  ∴ 同族会社 

 ⑵ 議決権割合 

  ① Ａグループ  1,000個 

  ② Ｂグループ  600個 

            Ｄ  Ｆ 

  ③ Ｄグループ  300＋200＝500個 

  ④ 合 計  
①＋②＋③

3,350個
＝62.68…％ 

  ⑤ ④＞50％  ∴ 同族会社 ★ 

２．使用人兼務役員等の判定 

 ⑴ 持株割合 

氏  名 50 ％

超 

10 ％

超 

５ ％

超 

判 定  

 Ｄ × ― ― ⑵へ  

★  Ｅ × ― ― ⑵へ 

 Ｆ （ 経 営 従 × ― ― ⑵へ  

 ⑵ 議決権割合 

氏  名 50 ％

超 

10 ％

超 

５ ％

超 

判 定  

 Ｄ ○ ○ ○ 役 員 

★  Ｅ × ― ― 使 用 人 兼 務 役

 Ｆ （ 経 営 従 ○ ○ ○ みなし役員  

３．自買付手数料については、法22条３項により、債務確定の費用として損金算入（損金経理していないた

【棚卸資産に関する事項】 

１．Ｇ商品 

⑴ 判 定 ★ 

著しく陳腐化し、通常の販売方法による販売不可  ∴ 評価損計上可 

⑵ 損金算入限度額 

1,500,000－720,000＝780,000円 

⑶ 損金不算入額 

1,350,000－780,000＝570,000円 

２．Ｈ商品 

⑴ 判 定 

  災害による著しい損傷  ∴ 評価損計上可 

⑵ 損金算入限度額 

（3,600,000＋1,400,000）－500,000＝4,500,000円（次ページへ）
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受 験 番 号      

－ 64 － 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

⑶ 損金不算入額 

3,100,000－4,500,000＝1,400,000円 

1,400,000円＝1,400,000円  ∴ 1,400,000円（認容） 

３．Ｉ商品 ★ 

  過剰生産による値下がり  ∴ 評価損計上不可 

 

【貸倒損失に関する事項】 

１．Ｊ社貸倒損失 ★ 

債務超過の状態が相当期間継続し、弁済不能の場合の書面による債務免除通知額は、法律上の貸倒損

失に該当し、会社経理是認となる。 

２．Ｋ社貸倒損失 ★ 

  債務者との取引を停止した時以後１年以上経過、備忘価額を控除した残額を貸倒損失として損金経理し

た金額については、売掛債権につき貸倒損失計上可、貸付金は計上不可のため、売掛金の貸倒損失是認、

貸付金の貸倒損失加算調整となる。 

３．Ｌ社貸倒損失 ★ 

  再生計画認可の決定による切捨額は、法律上の貸倒損失に該当し、会社経理是認となる。 

(3,000,000＋5,000,000)×40％＝3,200,000円＝3,200,000円 

【貸倒引当金に関する事項】 

１．個別評価金銭債権(Ｌ社) 

 再生計画認可の決定の長期棚上げにより、貸倒れその他これに類する事由による損失が見込められるた

め、個別評価金銭債権となる。 

⑴ 繰入限度額 

（3,000,000＋5,000,000）×20％＋1,040,000－1,500,000＝1,140,000円 

⑵ 繰入超過額 

3,000,000－1,140,000＝1,860,000円 

２．一括評価金銭債権 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

54,000,000＋ 38,000,000＋ 72,000,000－（ 3,000,000＋ 5,000,000）×（１－40％）＋ 1,999,999＝

161,199,999円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 ★ 

(850,000＋120,000＋1,140,000＋500,000＋500,000＋3,250,000－300,000－500,000－500,000)×
12

36
 

(173,456,000＋187,334,000＋159,258,000)÷3

＝0.00972… → 0.0098 

（小数点以下４位未満切上）

⑶ 実質的に債権とみられない金額～簡便法～ ★ 

161,199,999×※0.032＝5,158,399円 

※ 
2,750,000＋3,804,000

98,346,000＋103,264,000
＝0.0325… → 0.032（小数点以下３位未満切捨） 

⑷ 繰入限度額 

① 161,199,999×0.0098＝1,579,759円 

② (161,199,999－5,158,399)×
10

1,000
★＝1,560,416円 

③ ①＞②  ∴ 1,579,759円 
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受 験 番 号      

－ 65 － 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

【租税公課に関する事項】 

１．損金計上納税充当金 

  50,600,000＋60,000,000＝110,600,000円 

２．納税充当金支出事業税等 

  12,000,000＋11,000,000＝23,000,000円 

３．未払事業所税否認 

  申告期限未到来の事業所税が製造原価に含まれている場合で、損金経理により未払金に計上したもの

は、債務確定基準の例外として損金算入される。 

  3,200,000－430,000＝2,770,000円 

   

【役員給与に関する事項】 

１．損金不算入給与 

⑴ Ｂ 入院による報酬の減額及び退院による報酬の増額は、臨時改定事由に該当するため、入院前の期

間において同額、入院中において同額、退院後において同額であれば、定期同額給与 ★ 

⑵ Ｄ １月からの給与の改定は、通常改定、臨時改定、業績悪化改定のいずれにも該当しない、賞与

は、定期同額給与、事前確定届出給与及び利益連動給与のいずれにも該当しない。★ 

300,000×３月＋780,000＝1,680,000円 

⑶ Ｆ 賞与は、定期同額給与、事前確定届出給与及び利益連動給与のいずれにも該当しない。 ★ 

780,000円 

⑷ 合 計 

⑴＋⑵＋⑶＝2,460,000円 

２．過大役員給与（形式基準） 

 {(93,300,000＋2,310,000)－2,460,000－※6,180,000－5,400,000}－80,000,000＝1,570,000円 

  ※ 5,400,000＋780,000＝6,180,000円＝6,180,000円（Ｆと同額の給与の支給を受けている使用人の支

給額は、使用人の最高額であるため使用人分相当額）  ∴ 6,180,000円 

３．合 計 

１．＋２．＝4,030,000円 

【ソフトウエアに関する事項】 
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Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 66 － 

〔第一問〕 

問１ 

Ｂ外国法人株式配当金 

 概 要 

  Ａ社はＢ外国法人株式を所有割合25％以上を支払義務確定日以前６月以上有していな 

いため、その配当金について、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることはで 

きない。ただし、外国税額が源泉徴収されているため、外国税額控除の適用を受けるこ 

とができる。 

 外国税額控除の適用 

⑴ 内 容 

内国法人が外国法人税を納付することとなる場合には、次の控除限度額を限度とし 

て、その外国法人税の額（その所得に対する負担が高率な部分の金額等を除く。以 

下「控除対象外国法人税の額」という｡）をその事業年度の法人税額から控除する。 

 

 

⑵ 損金不算入 

⑴の適用を受ける場合には、その控除対象外国法人税の額は、各事業年度の損金の 

額に算入しない。 

 

Ｃ外国法人株式配当金 

 概 要 

  Ａ社はＣ外国法人株式について、自己株式の取得に係るみなし配当が生じ、所有割合 

25％以上を支払義務確定日の前日以前６月以上継続保有しているため、そのみなし配当 

金は、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることができる。 

 外国子会社配当等の益金不算入等 

⑴ 内 容 

内国法人が外国子会社から受ける剰余金の配当等の額がある場合には、その剰余金 

 

 

 

の配当等の額からその剰余金の配当等の額の５％相当額を控除した金額は、各事業年度

の益金の額に算入しない。 

 ⑵ 外国源泉税等の損金不算入 

内国法人が⑴の適用を受ける場合には、その剰余金の配当等の額に係る外国源泉税 

等の額は、各事業年度の損金の額に算入しない。 

 

Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 66 － 

〔第一問〕 

問１ 

Ｂ外国法人株式配当金 

 概 要 

  Ａ社はＢ外国法人株式を所有割合25％以上を支払義務確定日以前６月以上有していな 

いため、その配当金について、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることはで 

きない。ただし、外国税額が源泉徴収されているため、外国税額控除の適用を受けるこ 

とができる。 

 外国税額控除の適用 

⑴ 内 容 

内国法人が外国法人税を納付することとなる場合には、次の控除限度額を限度とし 

て、その外国法人税の額（その所得に対する負担が高率な部分の金額等を除く。以 

下「控除対象外国法人税の額」という｡）をその事業年度の法人税額から控除する。 

 

 

⑵ 損金不算入 

⑴の適用を受ける場合には、その控除対象外国法人税の額は、各事業年度の損金の 

額に算入しない。 

 

Ｃ外国法人株式配当金 

 概 要 

  Ａ社はＣ外国法人株式について、自己株式の取得に係るみなし配当が生じ、所有割合 

25％以上を支払義務確定日の前日以前６月以上継続保有しているため、そのみなし配当 

金は、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることができる。 

 外国子会社配当等の益金不算入等 

⑴ 内 容 

内国法人が外国子会社から受ける剰余金の配当等の額がある場合には、その剰余金 

 

 

 

の配当等の額からその剰余金の配当等の額の５％相当額を控除した金額は、各事業年度

の益金の額に算入しない。 

 ⑵ 外国源泉税等の損金不算入 

内国法人が⑴の適用を受ける場合には、その剰余金の配当等の額に係る外国源泉税 

等の額は、各事業年度の損金の額に算入しない。 
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受 験 番 号      

－ 67 － 

 

Ｄ外国法人株式配当金 

 概 要 

  本問の現物分配は、外国法人を現物分配法人とするため、適格現物分配に該当しない。

したがって、現物分配の資産である土地の時価相当額を収益の額及び取得価額に計上 

し、所有割合25％以上の株式を支払義務確定日以前６月以上継続保有しているため、外 

 国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることができる。Ｃ外国法人株式配当金参 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照。 
 

受 験 番 号      

－ 67 － 

 

Ｄ外国法人株式配当金 

 概 要 

  本問の現物分配は、外国法人を現物分配法人とするため、適格現物分配に該当しない。

したがって、現物分配の資産である土地の時価相当額を収益の額及び取得価額に計上 

し、所有割合25％以上の株式を支払義務確定日以前６月以上継続保有しているため、外 

 国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることができる。Ｃ外国法人株式配当金参 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照。 
 

─　67　──　67　─



受 験 番 号      

－ 68 － 

問２ 

 概 要［15点］ 

 単に目標利益に達しなかったという理由による給与改定は、通常改定事由、臨時改定事由及び 

業績悪化改定事由のいずれにも該当せず、定期同額給与に該当するための改定事由に当たらな 

い。 

また、Ｆに対する給与は、１月以下の一定期間ごとである給与には該当しないため、損金算入 

されるためには、事前確定届出給与に該当する必要がある。非同族会社の役員であれば、事前確 

定届出を要しない場合もあるが、Ｅ社は代表取締役社長及びその親族が発行済株式数の全部を所 

有しているため、同族会社となる。つまり、Ｆに対する給与は、定期同額給与、事前確定届出給 

与及び利益連動給与のいずれにも当たらず、損金不算入となる。 

  したがって、給与改定が認められないことによる損金不算入額27,000,000円（3,000,000円× 

 ９月）とＦに対する給与6,000,000円（3,000,000円×２回）の合計33,000,000円が損金不算入と 

 なる。 

 役員給与の損金不算入［５点］ 

内国法人がその役員に対して支給する給与（債務免除益その他の経済的な利益を含むものとす 

る。）のうち次のいずれにも該当しないものの額は、各事業年度の損金の額に算入しない。 

⑴ 定期給与（その支給時期が１月以下の一定期間ごとである給与をいう。）でその事業年度の各 

支給時期における支給額が同額であるもの（以下「定期同額給与」という。） 

⑵ その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与（定 

期同額給与及び利益連動給与を除くものとし、同族会社に該当しない内国法人が定期給与を支 

給しない役員に対して支給する給与以外の給与にあっては納税地の所轄税務署長に届出をして 

いるものに限る。） 

⑶ 同族会社に該当しない内国法人がその業務執行役員に対して支給する利益連動給与で一定の 

もの 
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Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第二問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 69 － 

〔第二問〕 

判断の根拠、計算の過程⑴                                 (単位：円) 

１ 

① 甲社とＥ社はみなし直接完全支配関係があり、当事者間の完全支配関係があることになる。★ 

② 譲渡した土地は、帳簿価額1,000万円以上のため、譲渡損益調整資産に該当し、譲渡利益額相当額で

ある5,000,000円を損金の額に算入することにより、譲渡損益を繰り延べる。★ 

③ 交換譲渡資産の時価と交換取得資産の時価との差額相当額1,500,000円は、甲社が支払うべきもので

あるのに対し、支払わないこととしたため、受贈益となり、受贈益の益金不算入の規定が適用される。

２ 

Ａ社に対するＦ社金銭債権の貸倒れ 

① 甲社とＡ社は直接完全支配関係があり、当事者間の完全支配関係があることになる。 

② 譲渡時において、一の債務者に対する帳簿価額10,000,000円以上の金銭債権であるため、譲渡損益調

整資産に該当した。 

③ ②の金銭債権の譲渡は、帳簿価額が30,000,000円、時価が29,000,000円のため、1,000,000円の譲渡

損失が生じていたが、前期において繰り延べられ、当期においては、その金銭債権につき貸し倒れが生

じたため、その譲渡損失につき、取戻しがされることになる。★ 

④ 前期において時価29,000,000円の金銭債権を2,000,000円で譲渡したため、その差額相当額の寄附金

が生ずるが、前期において寄附金については、課税関係が完結するものであり、当期においては何ら影

響ない。 

 

Ａ社に対する機械装置の贈与 

① Ａ社に対する固定資産である帳簿価額10,000,000円以上の機械装置の譲渡のため、譲渡損益調整資産

の譲渡損益の繰延べの規定が適用され、帳簿価額50,000,000円と時価40,000,000円の差額10,000,000円

の譲渡損の繰延べの規定が適用される。 

② 譲渡損益調整資産につき取得側で減価償却を行っているため、譲渡損の取戻しがされる。その取戻し

額は次の(イ)と(ロ)の金額のうち有利な金額であるいずれか大きい金額とする。 

 (イ) 10,000,000×
8,000,000

40,000,000
＝2,000,000円 

 (ロ) 10,000,000×
12

10×12
＝1,000,000円 ★ 

 (ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 2,000,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

新株予約権の権利行使分 

当期中に権利行使のあった1,000個については、給与等課税事由が発生しているため、当期が認識時期と

なり、6,000,000円（6,000円×1,000個）の減算調整をする。★ 

 

新株予約権の失効 

新株予約権につき、給与等課税事由が生じていないものが失効したため、600,000円（6,000円×100個）

は益金に算入しない。 
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受 験 番 号      

－ 70 － 

判断の根拠、計算の過程⑵                                 (単位：円) 

４

① 問題文①(イ)について、昼食に要した費用は、ゴルフ接待の一環として行われたものであるため、少額

社外飲食費には、該当せず、接待等の費用として交際費等となる。★ 

② 問題文①(ロ)について、株主Ｈは、役員の親族であり、他に社外の者が参加していないため、社外飲食

費には、該当せず、接待等の費用として交際費等となる。★ 

③ 問題文②について、交際費等とは、接待等に要した費用であるため、原価の額相当額100,000円が交

際費等の額となる。★ 

④ 問題文③について、下請け工場とするために支出した運動費の額は、接待等の費用として交際費等の

額となる。 

⑤ 問題文④について、ゴルフクラブの会員権の売却は、接待等のために行うものではないため、交際費

等の額に含まれない。★ 

⑥ 問題文⑤について、旅行招待費用は、接待等の費用であり、売上割戻しとして認められず、交際費等

の額となる。 

 

支出交際費等の額（損金不算入額） 

8,300,000＋100,000＋300,000＋3,400,000＝12,100,000円 

５ 

⑴ 会社計上の収益 

94,560,000－89,440,000＝5,120,000円 

⑵ 税務上の簿価 

① 当期末調整前帳簿価額 

89,440,000＋560,000＝90,000,000円 ★ 

② 調整差益 

(100,000,000－90,000,000)×
12

12＋12
＝5,000,000円 

⑶ ⑴－⑵＝120,000円＜560,000円  ∴ 120,000円（計上もれ認容） 

 

 

 

６ 

避難階段の取付費用は資本的支出に該当する。 

本体の償却方法は取得日の区分により旧定額法、資本的支出については、原則は定額法、特例は旧定額法

となる。 

１．原 則 

⑴ 本 体 

① 償却限度額 

50,000,000×0.9×0.025＝1,125,000円 ★ 

② 償却超過額 

900,000－1,125,000＝△225,000  

225,000円＜8,350,000円  ∴ 225,000円（認容） 

⑵ 資本的支出 

① 償却限度額 

8,000,000×0.025×
４

12
＝66,666円 ★ 

② 償却超過額 

100,000－66,666＝33,334円 

（次ページに続く）
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受 験 番 号      

－ 71 － 

 

判断の根拠、計算の過程⑶                                 (単位：円) 

６ 

② 資本的支出 

8,000,000×0.9×0.025×
４

12
＝60,000円 ★ 

③ 合 計 

1,125,000＋60,000＝1,185,000円 

⑵ 償却超過額 

(900,000＋100,000)－1,185,000＝△185,000 

185,000円＜8,350,000円  ∴ 185,000円（認容） 

損金算入額の合計額は900,000＋100,000＋185,000＝1,185,000円 

３．判 定 

１．＞２．  ∴ 損金算入額が多い原則を選択 

 

４．倉庫建物 

 平成10年３月31日以前取得の建物の法定償却方法は、旧定率法となる。 

⑴ 償却限度額 

（3,000,000＋3,100,000）×0.072＝439,200円 ★ 

⑵ 償却超過額 

3,000,000÷10－439,200＝△139,200 

139,200円＜3,100,000円  ∴ 139,200円（認容） 

 

７ 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  300×100,000－10,000,000＝20,000,000円 ★ 

⑵ 有価証券 

① 会社計上の簿価 ０ 

② 税務上の簿価  ０ 

③ 計上もれ 

  ①－②＝０ 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

  20,000,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等 ∴ 益金不算入額） 

   20,000,000円 

３．法人税額控除所得税額 

 ⑴ 所得税額 

   20,000,000×20％＝4,000,000円 

 ⑵ 復興特別所得税額 

   4,000,000×2.1％＝84,000円 

⑶ ⑴＋⑵＝4,084,000円 
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受 験 番 号      

－ 72 － 

判断の根拠、計算の過程⑷                                 (単位：円) 

８ 

社債発行費 

任意償却の繰延資産のため、損金経理した金額の全額損金算入  ∴ 適 正★  

償還差損 

⑴ 損金算入額 

 (500,000,000－480,000,000)×
６

６×12
＝1,666,666円 

⑵ 計上もれ 

1,666,666－０＝1,666,666円 
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受 験 番 号      

－ 73 － 

所得金額の計算⑴                                    (単位：円) 

 内    容 総   額 留   保 社 外 流 出 

 当期純利益 800,000,000 760,000,000 40,000,000

加

算 

損 金 計 上 納 税 充 当 金

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額

(機 械 装 置)

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

減 価 償 却 超 過 額

(事務所建物・資本的支出)

 

 

   250,000,000

★    10,000,000

★    12,100,000

★        33,334

★   250,000,000 

 

★   10,000,000 

 

 

★     33,334 

 

★   12,100,000

 加 算 小 計 272,133,334 260,033,334 12,100,000
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受 験 番 号      

－ 74 － 

所得金額の計算⑵                                    (単位：円) 

 内    容 総   額 留   保 社 外 流 出 

減

算 

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額

(土 地)

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 戻 入 額

（金 銭 債 権）

(機 械 装 置)

前 払 給 与 計 上 も れ 認 容

新 株 予 約 権 失 効 利 益 益 金 不 算 入

Ｊ 社 社 債 計 上 も れ 認 容

減 価 償 却 超 過 額 認 容

（事務所建物・本体）

(倉 庫 建 物)

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

 

★     5,000,000

★     1,500,000

★     1,000,000

★     2,000,000

★     6,000,000

★       600,000

★       120,000

★       225,000

★       139,200

★    20,000,000

 

★    5,000,000 

 

 

★    1,000,000 

★    2,000,000 

★    6,000,000 

★     600,000 

★     120,000 

 

★     225,000 

★     139,200 

★ ※  1,500,000

★ ※ 20,000,000

 減 算 小 計 36,584,200 15,084,200 ※  21,500,000

 仮    計 1,035,549,134 1,004,949,134 
※△ 21,500,000

52,100,000

 法 人 税 額 控 除 所 得 税 額
★     4,084,0

00
 

★

4,084,000

 合 計 ・差引計・総 計  1,039,633,134 1,004,949,134 
※△ 21,500,000

56,184,000

   

 所 得 金 額 1,039,633,134 1,004,949,134 
※△ 21,500,000

56,184,000
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受 験 番 号      

－ 75 － 

法人税額の計算                                      (単位：円) 

内   容 金   額 法人税額の計算又は検討過程 

所 得 金 額 1,039,633,000

 

 

【法人税額の計算】★ 

1,039,633,000×25.5％＝265,106,415円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百円未満切捨） 

 

 

 

 

 

 

 

完了★ 

法 人 税 額 265,106,415

特 別 控 除 額 

差 引 法 人 税 額 265,106,415

留 保 金 に 対 す る 税 額 

法 人 税 額 計 265,106,415

控 除 税 額 
★

4,000,000

差引所得に対する法人税額 261,106,400

中間申告分の法人税額 

差 引 確 定 法 人 税 額 261,106,400

配点：★１つにつき１点 

【合計5 
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Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第一問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 76 － 

〔第一問〕 

問１ 

 概 要［５点］ 

  Ａ社は、青色申告法人で、前期まで欠損金があり、当期において解散しているため、 

青色欠損金の繰越控除の規定の適用、解散した場合の欠損金の損金算入の規定の適用が 

想定され、さらに、解散した場合の繰戻還付の規定も想定される。また、みなし事業年 

度が発生する。なお、欠損金の損金算入の順序は、まず青色欠損金の繰越控除の規定が 

適用され、次に解散した場合の欠損金の損金算入の規定の適用となる。 

 青色欠損金の繰越控除［８点］ 

⑴ 損金算入 

内国法人の各事業年度開始の日前９年以内に開始した事業年度において生じた欠損 

金額（すでに損金の額に算入されたもの及び欠損金の繰戻し還付の計算の基礎となった

ものを除く｡）がある場合には、その欠損金額相当額は、その各事業年度の損金の額に 

算入する。 

⑵ 損金算入の限度 

損金算入額は、次の区分に応じそれぞれの金額を限度とする。 

① 普通法人のうち、その事業年度終了時の資本金の額が１億円以下であるもの（大法

 人による完全支配関係があるものを除く。）又は資本を有しないもの 

  …この規定等適用前の所得金額 

② ①以外の内国法人 

  …この規定等適用前の所得金額の80％相当額 

⑶ 申告要件 

⑴の規定は、欠損金額の生じた事業年度において青色申告書である確定申告書を提 

出し、かつ、その後連続して確定申告書を提出している場合であって、一定の書類を保

存している場合に限り適用する。 

 解散した場合の欠損金の損金算入［７点］ 

⑴ 損金算入 

内国法人が解散した場合において、残余財産がないと見込まれるときは、その清算 

中に終了する事業年度前の各事業年度において生じた一定の欠損金額（この規定適用前

の所得金額を限度とする。）は、その事業年度の損金の額に算入する。 

⑵ 申告要件 

⑴の規定は、税務署長がやむを得ない事情があると認める場合を除き、確定申告書、

  青色申告書である確定申告書を提出する事業年度において生じた欠損金額がある場合 

には、その内国法人は、その申告書の提出と同時に、納税地の所轄税務署長に対し、次 

の法人税額の還付を請求することができる。 
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受 験 番 号      

－ 77 － 

前ページからの続き 

 

(注) 還付所得事業年度とは、欠損事業年度開始の日前１年以内に開始したいずれかの事業年度 

をいう。 

 繰戻し還付の特例［４点］ 

⑴ 繰戻し還付の原則の準用 

繰戻し還付の原則の規定は、内国法人につき解散（適格合併による解散を除く。）の事実が生 

じた場合において、一定その事実が生じた日前１年以内に終了したいずれかの事業年度又は同 

日の属する事業年度において生じた欠損金額（青色欠損金の繰越控除の適用を受けたものを除 

く。）があるときにおいて準用する。 

⑵ 申告要件 

この場合において、還付の請求をすることができる期限は、その事実が生じた日以後１年以 

内とされ、また、還付所得事業年度から欠損事業年度までの各事業年度について連続して青色 

申告書である確定申告書をその提出期限までに提出している場合に限り適用する。 

⑶ 還付請求書 

⑴の還付請求をしようとする内国法人は、その還付を受けようとする法人税額等を記載した 

還付請求書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

 欠損金額の意義［１点］ 

各事業年度の所得の金額の計算上その事業年度の損金の額がその事業年度の益金の額を超える 

場合のその超える部分の金額をいう。 

 みなし事業年度［２点］ 

内国法人が事業年度の中途において解散（合併による解散を除く｡）をした場合には、原則に 

かかわらず、その事業年度開始の日から解散の日までの期間及び解散の日の翌日からその事業年 

度終了の日までの期間をその法人の事業年度とみなす。 
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受 験 番 号      

－ 78 － 

問２ 

①の費用等［５点］ 

従業員の慰安のために要した費用は、交際費等の意義の接待等（接待、供応、慰安、贈答その他こ 

れらに類する行為）には含まれるが、専ら従業員の慰安のために行われる運動会等のための費用 

は交際費等から除かれており、企業が給与以外に従業員の労働意欲向上のために支出する福利厚生 

費に該当する。したがって、その事業年度に債務が確定した販売費、一般管理費その他の費用とし 

て、その事業年度の損金の額に算入される。 

 

 

 

②の費用等［５点］ 

取引先を招待して行った祝賀会の費用は、交際費等の意義の接待等（接待、供応、慰安、贈答その 

他これらに類する行為）に含まれ、事業に関係のある者に対する支出であり、支出の目的が親密の 

度を密にし、取引関係の円滑な進行を図るためのものであるため、交際費等に該当する。したがっ 

て、中小法人であれば、交際費等の額が年800万円を超える場合のその超える部分の金額が損金不算 

 

入となり、中小法人以外の法人であれば、その交際費等の額は全額損金不算入となる。なお、本問 

の交際費等の額は、会費収入を控除する前の金額となる。 

 

③の費用等［５点］ 

臨時改札口の設置の負担金は、当期に支出した費用であるが、今後臨時改札口を利用することにな 

ることから、支出の効果が支出の日以後１年以上に及ぶもので、自己が便益を受ける公共的施設の 

設置のために支出する費用となる。また、資産の取得に要した金額とされるべき費用及び前払費用 

 

に該当しないことから繰延資産に該当する。したがって、当期に償却費として損金経理した金額の 

うち償却限度額（償却期間は臨時改札口の耐用年数に10分の４を乗じた年数となる。）までに達する 

までの金額が当期の損金の額に算入される。 

 

④の費用等［５点］ 

本問の値引きは、品質不良及び損傷当などについて行う本来の値引きではなく、回収不能による金 

銭債権の切捨てや支援損として合理的な理由があるものに該当しないことから、反対給付のない支 

出であり、事業関連性の不明確な支出として寄附金に該当する。したがって、当該値引き額のうち 

 

寄附金の損金算入限度額を超える部分の金額は、損金不算入となる。 

 

 

─　78　──　78　─



Ｚ－63－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第二問〕答案用紙 

 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 79 － 

〔第二問〕 

問 1  株主対策 

⑴ 甲社が相対取引で前期末現在発行済株式800,000株のうち80,000株の自己株式を１株当たり2,800円で取得

して、実質的に発行済株式数を減らす方法 

【税務上の仕訳】★ 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

資 本 金 等 の 額 80,000,000 現 金 224,000,000 

利 益 積 立 金 額 144,000,000   

    

【計算過程】 

１．資本金等の額の減少額 

 （500,000,000＋300,000,000）×
80,000

800,000
＝80,000,000円 ★ 

２．利益積立金額の減少額 

  2,800×80,000－80,000,000＝144,000,000円 

 

 

⑵  甲社株式1,000株につき、甲社が有している乙社株式１株の割合で現物分配する方法（800株の現物分配を

予定。乙社株式１株当たりの時価200,000円、帳簿価額150,000円） 

【税務上の仕訳】★ 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

利 益 積 立 金 額 160,000,000 乙 社 株 式 120,000,000 

  乙 社 株 式 譲 渡 益 40,000,000 

    

【計算過程】 

１．乙社株式の簿価 

  150,000×800＝120,000,000円 

２．譲渡益 

  200,000×800－120,000,000＝40,000,000円 ★ 
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受 験 番 号      

－ 80 － 

 

⑶  甲社が利益剰余金とともに資本剰余金を原資として配当する方法（甲社株式1,000株につき200,000円で総 

額160,000,000円の配当とし、利益剰余金を110,000,000円、資本剰余金を50,000,000円の原資とする予定。） 

【税務上の仕訳】★ 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

資 本 金 等 の 額 18,400,000 現 金 160,000,000 

利 益 積 立 金 額 141,600,000   

    

【計算過程】 

１．資本金等の額の減少額 

（500,000,000＋300,000,000）×※0.023＝18,400,000円 ★ 

※ 
50,000,000

5,920,000,000－3,885,820,000＋800,000,000－480,000,000－96,000,000
＝0.0221… → 0.023 

（小数点以下３位未満切上）

 

２．利益積立金額の減少額 

  160,000,000－18,400,000＝141,600,000円 
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受 験 番 号      

－ 81 － 

問 ２  長期工事 

⑴ 本問の工事につき、工事進行基準により処理すべきか否かその理由を示して判定しなさい。 

Ａ工事 

① 工事進行基準により処理すべきか否か ★ 

工事進行基準により処理すべきでない。 

 

② 理 由 ★ 

  工事進行割合が次のとおり 20％未満であることから、長期大規模工事の請負に係る収益及び費用の額は

ないものとすることができるため。 

  
200,000,000

1,600,000,000
＝12.5％ 

 

 

Ｂ工事 

① 工事進行基準により処理すべきか否か ★ 

工事進行基準により処理すべきでない。 

 

② 理 由 ★ 

 請負対価の額が 10 億円未満であることから、長期大規模工事に該当しないため。 

 

 

 

Ｃ工事 

① 工事進行基準により処理すべきか否か ★ 

工事進行基準により処理すべきである。 

 

② 理 由 ★ 

 次の要件をすべて満たし、長期大規模工事に該当することから、工事進行基準の強制適用とされるため。

(イ) 着手日から引渡日までの期間が１年以上 

(ロ) 請負対価の額が10億円以上 

(ハ) 契約において、請負対価の額の
１

２
以上が目的物の引渡期日から１年を経過する日後に支払われること

が定められていない。 

 

 

⑵ 本問の工事につき、当期において収益に計上すべき金額と費用に計上すべき金額を、計算過程を示しつつ、

算出しなさい。 

【収益に計上すべき金額と費用に計上すべき金額】 

収益に計上すべき金額 ★    759,000,000円

費用に計上すべき金額 ★    430,000,000円
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受 験 番 号      

－ 82 － 

【計算過程】 

（収益に計上すべき金額） 

⑴ 前期に収益計上されるべき金額 

   1,500,000,000×
200,000,000

800,000,000
＝375,000,000 円 ★ 

⑵ 当期に収益計上されるべき金額 

   1,800,000,000×
630,000,000

1,000,000,000
－375,000,000＝759,000,000円 

 

（費用に計上すべき金額） 

⑴ 前期に収益計上されるべき金額 

   800,000,000×
200,000,000

800,000,000
＝200,000,000 円  

⑵ 当期に収益計上されるべき金額 

   1,000,000,000×
630,000,000

1,000,000,000
－200,000,000＝430,000,000円 

 

 

⑶ 本問の工事につき、当期末において一括評価金銭債権とされる金額はいくらか。計算過程を示しつつ答え

なさい。 

【一括評価金銭債権とされる金額】★ 

434,000,000円 

【計算過程】★ 

（375,000,000＋759,000,000）－700,000,000＝434,000,000円 
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受 験 番 号      

－ 83 － 

問３ 「法人税、住民税及び事業税」及び租税公課 

⑴ 当期の「別表五㈡ 租税公課の納付状況等に関する明細書」を示しなさい。 

税目及び事業年度 

期首現在 
未納税額 当期発生税額

当期中の納付税額 
期末現在 
未納税額 

①＋②－③－④－⑤
充当金取崩し
による納付 

仮払経理に
よる納付 

損金経理に 
よる納付 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

法
人
税
及
び
復
興
特
別
法
人
税

24.4.1～
25.3.31 

2 14,550,000  14,550,000   0

当
期
分 

中 間 3  13,800,000   ★13,800,000 0

確 定 4  19,320,000    19,320,000

計 5 14,550,000 33,120,000 14,550,000  13,800,000 19,320,000

道
府
県
民
税 

24.4.1～
25.3.31 7 825,000  ★  825,000   0

当
期
分 

利 子 割 8       

中 間 9  750,000 750,000 0

確 定 10  1,050,000    1,050,000

計 11 825,000 1,800,000 825,000  750,000 1,050,000

市
町
村
民
税 

24.4.1～
25.3.31 

13 2,250,000 2,250,000   0

当
期
分 

中 間 14  2,175,000 2,175,000 0

確 定 15  2,850,000    2,850,000

計 16 2,250,000 5,025,000 2,250,000  2,175,000 2,850,000

事
業
税 

24.4.1～
25.3.31 

18  ★ 5,700,000 5,700,000   0

当 期 中 間 分 19  5,100,000  5,100,000 0

計 20  10,800,000 5,700,000  5,100,000 0

そ
の
他 

損金算入のもの  13,807,800   ★13,807,800 0

損金不算入のもの  53,400   ★  53,400 0

納税充当金の計算 

期首納税充当金 31 23,325,000

取 
 

 

崩 
 

 

額 

そ 

の 

他 

損金算入のもの 37  

繰 

入 

額 

損金の額に算入した納税充当金 32 ★  30,120,000 損金不算入のもの 38  

 33  39  

計 (32)＋(33) 34 30,120,000 仮払税金消却 40  

取
崩
額 

法人税額等(5の③)＋ (11の③ )＋ (16の③ ) 35 ★  17,625,000 計 (35)＋(36)＋(37)＋(38)＋(39)＋(40) 41 23,325,000

事業税 (20の③) 36 5,700,000 期末納税充当金 (31)＋(34)－(41) 42 30,120,000
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－ 84 － 

⑵ 当期の「別表四 所得の金額に関する明細書」を示しなさい。 

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】 

区   分 総 額 留 保 社外流出 

加 

算 

損金計上法人税  13,800,000 13,800,000  

損金計上住民税  2,925,000 2,925,000  

損金計上納税充当金  30,120,000 30,120,000  

損金計上附帯税等  23,400 その他 ★     23,400

損金計上罰金等  30,000 その他 ★     30,000

   

減 

算 

納税充当金支出事業税等  5,700,000 ★     5,700,000  

      

 

問４ 貸倒引当金 

⑴ 本問における貸倒損失額を、理由を示しつつ、算定しなさい。 

【貸倒損失額】★ 

4,000,000円 

【理由】★ 

Ｆ社に対する売掛金のうち2,000,000円については、Ｆ社が更生計画認可の決定を受け、その決定による切捨て

とされ、法律上、債権が消滅しているため、貸倒損失として認識する。また、Ｇ社に対する貸付金のうち

2,000,000円については、債権者集会の合理的な基準による協議決定により、切捨ての決議がされ、法律上、債

権が消滅しているため、貸倒損失として認識する。 

 

 

⑵ 当期の個別評価金銭債権に係る繰入限度額の合計額を、計算過程及びその理由を示しつつ、算定しな

さい。 

【繰入限度額の合計額】★ 

4,500,000円 

【計算過程及びその理由】 

Ｄ社繰入限度額 (20,000,000－※１4,000,000)×※２50％×※3
２

４
＝4,000,000円 ★ 

Ｆ社繰入限度額 ※４1,000,000×※3
２

４
＝500,000円 

※１ 形式基準の計算で第三者受取手形は、取立て等の見込みがあると認められる金額のため、除かれる。★ 

※２ 形式基準の計算は、個別評価金銭債権の額から取立て等の見込みがあると認められる金額を除いた金額

の50％を乗じた金額が中小法人における繰入限度額とされる。 

※３ 中小法人以外の繰入限度額は、経過措置により、中小法人の４分の２相当額とされる。 

※４ 長期棚上げの場合の繰入限度額は、事由が生じた事業年度の翌事業年度開始の日から５年を経過する日

までの弁済予定額以外の金額が繰入限度額とされる。★ 
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受 験 番 号      

－ 85 － 

⑶ 当期の一括評価金銭債権に係る繰入限度額を、計算過程及びその理由を示しつつ、算定しなさい。 

【繰入限度額】★ 

6,171,126円 

【計算過程及びその理由】 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

881,260,000＋73,000,000＋15,000,000－※１20,000,000＋290,721,000－※１3,000,000＋151,789,000 

－※１2,000,000＝1,386,770,000円 

⑵ 貸倒実績率 ★ 

24,740,000×
12

36
 

2,810,894,000÷３
＝0.008801… → 0.0089（小数点以下４位未満切上） 

⑶ 繰入限度額 

1,386,770,000×0.0089×
２

４
＝6,171,126円 

※１ 個別評価金銭債権の金額及び貸倒損失の損金算入額は除かれる。★ 

※２ 中小法人以外の繰入限度額は、経過措置により、中小法人の４分の２相当額とされる。 
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受 験 番 号      

－ 86 － 

問５ 交際費等及び寄附金 

⑴ 当期の｢別表十五 交際費等の損金算入に関する明細書｣を示しなさい。なお、｢支出交際費等の額の明細｣

の科目欄は、〔資料５〕で示された項目の順になっている。 

支出交際費等の額 

( 7 の計) 
1 15,619,600 

損金算入限度額 

(⑴と⑵のうち少ない金額)
3 ０ 

定額控除限度額 

( 0 円又は 800 万円)

× 12 /12 

2              ０ 
損金不算入額 

⑴－⑶ 
4 ★   15,619,600 

支 出 交 際 費 等 の 額 の 明 細 

科    目 
支出額 

交際費等の額から控

除 さ れ る 費 用 の 額 
差引交際費等の額 

5 6 7 

交際費(損益計算書) 8,553,200  8,553,200 

交際費(製造原価報告書) 11,287,400 7,800,000 ★     3,487,400 

福利厚生費(損益計算書) 8,930,000 5,401,000 ★     3,529,000 

旅費交通費(損益計算書) 32,867,710 32,867,710 ★         0 

寄附金(損益計算書) 6,280,000 6,280,000 0 

雑費(損益計算書) 798,000 748,000 ★       50,000 

    

    

    

計 68,716,310 53,096,710      15,619,600 

 

─　86　──　86　─



 

受 験 番 号      

－ 87 － 

⑵ 当期の｢別表十四㈡ 寄附金の損金算入に関する明細書｣を示しなさい。 

公 益 法 人 等 以 外 の 法 人 の 場 合 

一
般
寄
附
金
の
損
金
算
入
限
度
額
の
計
算 

支
出
し
た
寄
附
金
の
額 

指定寄附金等の金額 1     500,000

特定公益増進法人等に対する寄附金額 2 ★     400,000

その他の寄附金額 3 ★    5,380,000

計 ⑴＋⑵＋⑶ 4 6,280,000

完全支配関係がある法人に対する寄附金額 5 0

計 ⑷＋⑸ 6 6,280,000

所得金額仮計 7 97,400,000

寄附金支出前所得金額 ⑹＋⑺ 8 103,680,000

同上の 2.5/100 相当額 9 2,592,000

期末の資本金等の額 10   800,000,000

同上の月数換算額 ⑽× 12 /12 11 800,000,000

同上の 2.5/1,000 相当額 12 2,000,000

一般寄附金の損金算入限度額(⑼＋⑿)× 1/4 13 ★    1,148,000

計
算 

別
損
金
算
入
限
度
額
の

に
対
す
る
寄
附
金
の
特

特
定
公
益
増
進
法
人
等

寄附金支出前所得金額の 6.25/100 相当額 ⑻× 6.25/100 14 6,480,000

期末の資本金等の額の月数換算額の 3.75/1,000 相当額 ⑾× 3.75/1,000 15 3,000,000

特定公益増進法人等に対する寄附金の特別損金算入限度額 (⒁＋⒂)× 1/2 16 ★    4,740,000

特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入額(⑵と(⒁又は⒃)のうち少ない金額) 17 400,000

指定寄附金等の金額 ⑴ 18 500,000

国外関連者に対する寄附金額 19 0

⑷の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額 ⑷－⒆ 20 6,280,000

損
金
不
算
入
額 

同上のうち損金の額に算入されない金額 ⒇－(⑼又は⒀)－⒄－⒅ 21   4,232,000

国外関連者に対する寄附金額 ⒆ 22 0

完全支配関係がある法人に対する寄附金額 ⑸ 23 0

計 (21)＋(22)＋(23) 24 ★    4,232,000
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受 験 番 号      

－ 88 － 

問６ 減価償却 

減価償却に関して、建物の償却限度額の計算上、２通りの算定方法があるが、その２通りの償却限度額を、

それぞれ、求め、有利な方法を選定しなさい。なお、計算過程も示しなさい。 

第一算定方法（原則）計算過程 

転用前 

10,000,000×0.042×
11

12
＝385,000 円 ★ 

 

転用後 

10,000,000×0.067×
１

12
＝55,833 円 

 

合計 

385,000＋55,833＝440,833 円 

 
償却限度額 ★ 440,833 円

第二算定方法（特例）計算過程 

事業年度開始の日から転用後の耐用年数で償却限度額を計算できる。 

10,000,000×0.067＝670,000 円 

 

償却限度額 ★   670,000 円

有利な方 第二算定方法（特例）★      

 

─　88　──　88　─


	03_税理士ラスパ_法人税法_答案用紙-1.pdf
	03_税理士ラスパ_法人税法_答案用紙-2
	03_税理士ラスパ_法人税法_答案用紙-3

